
利 用 者 の た め に

１ 平成１２年現在の統計を主としたが、調査周期のあるものなどについては最近時の主要統計や資料を採録した。

２ 数値は、単位未満を四捨五入することを原則としたので、合計の数値と内訳の計が一致しない場合がある。

３ 表中、事実のないものは「－」、差引減は「△」、所定単位に達しないものは「０」、不明のものは「…」、発表に差

し支えのあるものは「ｘ」として秘匿した。

４ 資料の出所及び注意事項等は次のとおりである。

項 目 資料の出所・注意事項等 項 目 資料の出所・注意事項等

１ 土 地 １戸当たり世帯人 農家人口／農家数

総面積、本県面積 国土交通省国土地理院「平成１３年全国都道 員

に対する割合 府県市区町村別面積調」による。 農業粗生産額 北陸農政局統計情報部「平成12～13年石川農

町（字）数 市町村資料による。 林水産統計年報」による。

地目別面積 県地方課「平成１３年度土地に関する概要調 農業粗生産額は個別農産物の生産量から、中

書」による。地方税法第３４２条の規定により 間生産物を控除した生産量に、農家庭先販売価

固定資産税の対象となる土地にかかるもので、 格を乗じて算出したものである。

平成１３年１月１日現在である。従って総面積 主要農作物収穫量 北陸農政局統計情報部「平成12年度石川作物

と合致しない。 統計」、「平成12年石川県における青果物の生

産と流通」及び県農産課「平成１３年産葉たば

２ 人 口 こ買入実績表」による。

常住人口

（国調） 県統計課「平成12年国勢調査」結果による。 ５ 畜 産 北陸農政局統計情報部「平成12～13年石川農

（昼間人口） 県統計課「平成７年国勢調査」結果による。 乳牛、肉牛、豚、 林水産統計年報(農林編)」による。

（県推計） 県統計課資料による。 採卵鶏

現在の市町村面積を基とした。

年齢階級別人口 県統計課「平成１２年国勢調査」結果によ ６ 林 業

る。総数には年齢不詳を含む。 林野面積 北陸農政局統計情報部「２０００年世界農林

外国人登録者数 県国際課｢国籍別外国人登録人員調｣による。 業センサス林業地域調査石川県報告書」によ

労働力状態 県統計課「平成１２年国勢調査」結果によ る。

る。年齢１５歳以上の労働力の状態であり、総 所有形態別の公有林には、森林開発公団の面

数には労働力状態不詳を含む。 積を含む。

産業別就業者数 県統計課「平成１２年国勢調査」結果によ 主要林産物生産量

る。総数には分類不能の産業を含む。 素材 県森林管理課「平成１１年版石川県における

人口動態 県統計課「石川県の人口動態」、県健康推進 木材生産と製材工業の動向」による。

課「平成１２年人口動態総覧」による。 食用キノコ類 県中山間地域対策総室「平成１２年特用林産

１ =1 / 1000 物需給動向」による。出生率 年間の出生数 その年の人口×

２ =1 / 1000死亡率 年間の死亡数 その年の人口×

３ =1 /1 ( + ) 1000 ７ 水産業死産率 年間の死産数 年間の出産数 出産数 死産数 ×

４ =1 / 1000 漁業経営体、海面 北陸農政局統計情報部「平成12～13年石川農婚姻率 年間の結婚件数 その年の人口×

５ =1 / 1000 漁業漁獲量 林水産統計年報(水産編)」による。離婚率 年間の離婚件数 その年の人口×

６ ( ) =1 ( ) / ( 12.10.1) 100 １ 経営体数は海面漁業・養殖業の数である転入 出 率 年間の転入 出 数 期初人口 平 ×

「その年の人口」とは、１０月１日現在の日 ２ 動力漁船数は１年間に実際操業した船の

本人人口である。 数を根拠地市町村において計上した。

３ 漁獲量は属地で、貝類は天然産は殻付き

３ 事業所 養殖産はむき身である。

事業所数、従業者 県統計課「平成１１年事業所統計調査」結果 ４ そう類において、のり養殖は生換算重量

数 による。 で計上した。

１ 事業所とは、「物の生産又はサービスの

提供が事業として行われている一定の場 ８ 商 業

所」をいう。 店舗数、従業者数 県統計課「平成11年商業統計調査」（卸売業

２「調査の範囲」については、個人経営の農 年間商品販売額 ・小売業）結果による。

林漁業は除かれている。 「調査の範囲」は、日本標準産業分類の「大

分類Ⅰ－卸売・小売業」に属する事業所であ

４ 農 業 る。

農家数、耕地面積 県統計課「２０００年世界農林業センサス」

農家人口 結果による。

調査対象

経営耕地面積が１０アール以上または調査

期日（平成１２年２月１日）前１年間におけ

る農業生産物の販売総額が１５万円以上であ

ること。
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項 目 資料の出所・注意事項等 項 目 資料の出所・注意事項等

９ 工 業 肢体不自由児施 県障害保健福祉課資料による。

事業所数、従業者 県統計課「平成１２年工業統計調査」結果に 設・重症心身障 身体障害者福祉法等によるものを記載した。

数、製造品出荷額 よる。 害児施設

等 「製造品出荷額等」＝（製造品出荷額）＋ 国民健康保険 県医療対策課「国民健康保険事業状況報告書

（加工賃収入額）＋（修理料その他収入額） （事業年報）」による。

国民年金 石川社会保険事務局資料による。

１０ 医 療 拠出制年金及び基礎年金に係るものを記載し

医療施設 た。

病院、診療所、 県健康推進課「平成１２年医療施設動態調

歯科診療所 査」による。 １５ 道路・交通

救急告示医療機 県医療対策課「救急医療告示機関台帳」によ 道 路 県道路整備課「平成１２年道路現況調書」に

関 る。(平成14年2月15日現在) よる。

医療関係者 国道は指定区間を含み、県道には県管理有料

医師、歯科医師 県健康推進課「平成１２年医師、歯科医師、 道路を含むが、独立専用自歩道は含まない。

薬剤師 薬剤師調査の概況」による。 交 通 中部運輸局石川陸運支局「平成１３年版陸運

保健婦( )、助産 県医療対策課「平成１２年保健婦(士)等業務 概要」による。士

婦、看護婦( ) 従業者届」による。 自動車保有台数について、被けん引車は貨物士

医療関係者数は従業地別である。 車・普通に含み、市町村計には住所が不明のた

め分類できない１３０台を含む。

１１ 教 育

学校数、学生・生 県統計課「平成１３年度学校基本調査」結果 １６ 警察・消防

徒・児童数、教職 及び当該学校調べによる。 警 察 県警察本部警務課、地域課等資料による。

員数 １ 国公立、私立のすべてを含む。 刑法犯の検挙件数は発生地計上方式による。

２ 高等学校分校はその所在市町村において 県消防防災課「平成１３年度消防防災・震災

計上した。 消 防 対策現況調査」による。

( )内の数は、七尾鹿島広域圏事務組合、奥

１２文化・スポーツ 能登広域圏事務組合、羽咋郡市広域圏事務組合

公共施設等 松任石川広域事務組合、能美郡広域事務組合、

図書館・公民館 県教育委員会生涯学習課「平成１２年度石川 河北広域消防事務組合の台数、職員数で組合並

の生涯学習・社会教育」による。 びに本部所在地において外数とし、七尾鹿島広

図書館は、図書館法により設置されたもので 域圏事務組合第１、第２、第３消防団は広域圏

学校、研究機関に付属するものは含まない。登 の数値と合算した。

録者数は個人の数である。

博物館等 県教育委員会文化財課「県内登録博物館及び

博物館に相当する施設一覧」による。 １７ 財 政

博物館法によるものを記載した。 普通会計 県地方課「平成１３年度地方財政状況調査」

社会体育施設 県教育委員会体育課「平成１３年度石川県の による。

生涯スポーツ」による。 利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別

地方消費税交付金、自動車取得税交付金は譲与

１３ 環 境 税等に算入し、交通安全対策特別交付金、国有

公害苦情受理件数 県環境政策課「平成１２年度公害苦情件数調 提供施設等所在市町村助成交付金はその他の歳

査結果について」による。 入に算入した。

市町村の新規直接受理件数であり、市町村計

には県における直接受理件数を含む。 １８ その他

都市公園面積 県公園緑地課「平成１２年度都市公園等整備 イベント、観光地 市町村資料による。

現場調査」による。 郷土芸能、特産品

水 道 県生活安全課「平成１２年度水道統計調査」

による。（給水人口及び給水量） 欄 外

下水道 県下水道課資料による。（処理人口及び普及 市町村役場所在地 市町村及び県地方課資料による。

率） 電話、ＦＡＸ、花 市町村三役は、平成１４年２月１５日現在で

ごみ処理 県地方課「平成１２年度公共施設状況調査」 木、鳥、市町村長 記載した。

による。（処理人口及び処理量） 助役、収入役、議 議会議長は、平成１４年３月５日現在で記載

会議長、基本構想 した。

１４ 福 祉 基本計画、主要事

保護施設 県障害保健福祉課資料による。 業

生活保護法等によるものを記載した。 職員数、議員定数 県地方課「平成１３年地方公務員定員管理調

老人福祉施設等 県長寿社会課資料による。 査」（平成１３年４月１日現在）による。

老人福祉法等によるものを記載した。 有権者数 県地方課「選挙人登録者数調」（平成１４年

身体障害者更生援 県障害保健福祉課資料による。 ３月２日現在）による。

護施設 身体障害者福祉法等によるものを記載した。

県障害保健福祉課資料による。 中表紙

知的障害(児)施設 社会福祉事業法等によるものを記載した。 市町村数の変遷 総務省自治行政局市町村課「平成１３年版全

知的障害(児)施設には通園者を含む。 国市町村要覧」による。

児童福祉施設

養護施設等、厚 県子育て支援課資料による。

生施設、保育所 児童福祉法等によるものを記載した。

乳児院、助産施 養護施設等には教護院、虚弱児施設を含む。

設、母子寮
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